
№002 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 1 一般管理費 

事 務 事 業 名 一般管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 24,542,318 374,000 241,368  31,154 23,895,796

Ｒ４ 27,019,987 475,706 54,726 2,700,000 363,381 23,426,174

増減 △2,477,669 △101,706 186,642 △2,700,000 △332,227 469,622

事 業 目 的  

全庁的な庶務的経費を集約し、一般的な管理業務の効率化を図る。 

事業内容及び成果  

コピー用紙、インク、郵便料の一元管理により、業務の効率化が図られた。 

 消耗品費（コピー用紙、インク等） 5,285,109円（1,419,959円増） 

 通信運搬費（郵便料、電話料金等）13,659,786円 （844,597円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

全庁的な庶務的経費を集約し、業務の効率化に努める必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

全庁的な庶務的経費の集約により、業務の効率化を図ることができ
た。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

消耗品費及び通信運搬費の庶務的経費の集約により、業務の効率化を図っていく。 継 続 



№003 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 30,030     30,030

Ｒ４ 31,210     31,210

増減 △1,180     △1,180

事 業 目 的  

公文書の公開及び情報提供を推進することで、市民の市政に対する理解と信頼を深め、公正で民主的な透

明性の高い市政を確立する。また、市の機関が保有する個人情報の開示及び訂正を請求する権利を明らかに

し、個人の権利利益の侵害の防止を図り、公正で民主的な市政を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬  ５人（±０人） 24,600円（±０円） 

２ 条例に基づき情報公開及び個人情報の開示を行った。 

 情報公開件数    19件（８件増） 

 個人情報開示件数  11件（２件減） 

３ 情報公開の推進及び個人情報の適切かつ円滑な運用を図るため、「芦別市情報公開・個人情報保護審査

会」を開催した。 １回開催（±０回） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
情報公開条例、個人情報の保護に関する法律、情報公開・個人情報

保護審査会条例 
自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

公正で民主的な透明性のある市政を確立するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適正な情報公開及び個人情報保護に努め、公正で民主的な市政の推
進が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

情報公開の推進及び個人情報の適切かつ円滑な運用に努めていく。 継 続 



№004 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 法制執務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 3,737,390     3,737,390

Ｒ４ 3,732,670     3,732,670

増減 4,720     4,720

事 業 目 的  

市が行う事務事業の根拠となる例規の整備を行うほか、例規の整備に係る担当職員の法制執務の知識の向 

上を図る。また、必要に応じ顧問弁護士への相談等を行い、法に基づく適切な行政執行を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 顧問弁護士報酬 ２人（±０人） 1,056,000円（±０円） 

２ 例規類集データベースの作成の委託及び例規整備に係る各種参考図書等の購入を行った。 

 例規類集の整備 

   例規管理システム及びインターネット公開（ホームページ）用のデータ更新 

   年４回 2,398,000円（±０円） 

 官報及び各種参考図書等の整備 280,390円（7,150円増） 

３ 情報公開・個人情報保護事務研修会 令和５年９月26日開催 １人参加 

４ 顧問弁護士に法律的見解を求める相談件数 ９件（３件減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

データベースによる例規類集の整備により、市民に情報提供を行う
必要があるほか、法律問題への適切な対応のため、顧問弁護士に法
律的見解を求める必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

データベースによる例規類集の整備により、市民に情報提供を行う
ことができた。また、法に基づく適切な行政執行が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

データベースによる例規類集の整備を行い、市民へ情報提供を行っていくほか、適切な
法制執務に努めていく。 

継 続 



№005 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 表彰等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 586,028     586,028

Ｒ４ 477,110     477,110

増減 108,918     108,918

事 業 目 的  

市勢の振興に寄与した方または市民の模範と認められる方、市の公益のために多額の寄附をされた方を表

彰する。 

また、市民又は本市に縁の深い方で、市勢の振興、社会文化の興隆に功績があり、市民が郷土の誇りと

し、かつ、深く尊敬に値すると認める者に対し名誉市民の称号を贈る。 

事業内容及び成果  

１ 芦別市功労者善行者表彰式を開催し、表彰楯と功労章を贈呈した。 

 実施日 令和５年11月３日（金）文化の日 

 表彰種別及び表彰人員  

・市政功労者 10人（２人増） 

・善 行 者 ４人（±０人）及び４団体（１団体減） 

   合 計  14人（２人増）及び４団体（１団体減） 

２ 国の表彰である春秋叙勲、叙位、特別（死亡）叙勲、高齢者叙勲、紺綬褒章の上申事務及び北海道社会 

貢献賞（自治功労者）の推薦事務を行った。 

 春秋叙勲受章人員 ０人（±０人）、叙位受章人員 １人（±０人）、 

紺綬褒章受章人員 １人（１人減） 

 北海道社会貢献賞（自治功労者）受賞人員 ０人（±０人） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 表彰条例、名誉市民に関する条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

長年にわたる市政への貢献や市民の模範となる個人・団体を表彰す
ることにより、その功労等に報いるとともに、市全体の意識向上に
必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

表彰条例施行規則及び被表彰者選考基準を基に、適切に表彰事務を
行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

功労者及び善行者表彰等を適切に実施していく。 継 続



№006 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 秘書業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,137,965     4,137,965

Ｒ４ 3,059,646     3,059,646

増減 1,078,319     1,078,319

事 業 目 的  

市長・副市長の執務が円滑に行われるよう調整を図る。 

事業内容及び成果  

１ 市長・副市長の日程調整、市長公務の随行 

２ 市長会との連絡調整 

 北海道市長会負担金  1,081,000円（±０円） 

 全国市長会負担金    176,000円（±０円） 

３ 市長交際費の管理及び来客対応等 

  市長交際費        910,712円（481,150円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市長・副市長の執務が円滑に行えるよう、秘書業務は必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適切な秘書業務により市長・副市長が効率的に公務を執行できるよ
う環境を整えた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市長及び副市長の日程や来客者の訪問日時等を正確に把握するとともに、公務の優先度
及び重要度を各関係機関から情報収集し、今後も適正かつ効率的な業務運営を行う。

継 続



№007 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 工事請負契約・物品調達等業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,678,866     1,678,866

Ｒ４ 1,589,877     1,589,877

増減 88,989     88,989

事 業 目 的  

１ 建設工事等の入札、契約の執行及び物品の調達と総括管理を行う。 

２ 契約者資格登録、請負、売買、その他の契約等の適正な執行を図る。 

事業内容及び成果  

１ 建設工事等の入札、契約の適正化を促進した。 

２ 全庁的に使用する払出物品を調達した。 

  事務用品等の購入 1,678,866円（88,989円増） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 契約事務取扱規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

適正な入札、契約等を執行するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市内事業者の入札参加機会の確保を図るとともに、契約事務を適正
に執行した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正な入札、契約等の執行に努めていく。 継 続 



№008 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 行政不服審査業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 30,490     30,490

増減 △30,490     △30,490

事 業 目 的  

行政不服審査制度において、より簡易、迅速に、かつ公正な手続きを確保することで、市民の権利利益の

救済を図るとともに、第三者機関への裁決案の諮問手続導入等により、審理の見える化による公平性の向上

を図る。 

事業内容及び成果  

１ 行政不服審査会委員報酬 ０人（５人減） ０円（24,600 円減）案件がなかったため開催がなかった。 

２ 市に対する審査請求件数 ０件（±０件） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 行政不服審査法、行政不服審査会条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

審査請求を受けた市からの諮問等に対し、行政不服審査会の設置に
より、公平な審理手続きを確保するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民の権利利益の救済を図ることを目的とする行政不服審査制度の
趣旨に基づき、不服申立て（審査請求）の機会を確保した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続 



№009 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 公務災害補償等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 21,260     21,260

増減 △21,260     △21,260

事 業 目 的  

地方公務員災害補償法に基づき、市議会の議員その他非常勤の職員が公務上の災害又は通勤による災害に

罹災した場合は、その補償に関する事務を行う。 

事業内容及び成果  

１ 公務災害補償等認定委員会委員報酬 ０人（５人減） ０円（20,000円減） 

２ 事業内容 

  地方公務員災害補償法に基づき、公務災害補償に必要な条例及び規則を定めるとともに、認定の可否に

必要な認定委員会を設置し、災害が発生した場合には認定委員会を開催して意見を聞いたうえで認否を決

定し、認定した場合には療養給付や休業補償等補償に関する事務を行うものである。 

令和５年度は、公務災害の発生はなかったため、認定委員会は開催されなかった。 

３ 成  果   

 公務災害等認定件数（常勤職員）  ０件（±０件） 

 公務災害等認定件数（非常勤職員） ０件（１件減） 

 認定委員会開催回数        ０回（１回減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
地方公務員災害補償法、芦別市議会の議員その他非常勤の職員等
の公務災害補償等に関する条例 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき、災害が発生した場合に対応する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和５年度は該当なかったが、今後も根拠法令等に基づき、適正に
補償等の事務を行っていく。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に補償等の事務を実施していく。 継 続 



№010 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員研修 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 694,531     694,531

Ｒ４ 961,105     961,105

増減 △266,574     △266,574

事 業 目 的  

社会経済情勢が大きく変化する中で、多様化する市民ニーズに的確に対応するため、公務員としての基本

的な知識の習得、資格の取得はもとより、時代のニーズに即した知識と能力を備えた多様な人材を育成す

る。 

事業内容及び成果  

職場内研修を各職場において日常的に行うほか、北海道市町村職員研修センター、日本経営協会、北海道

社会福祉協議会、中空知広域圏等が主催する各種研修会に派遣・受講させることにより、人材の育成に努め

た。 

区  分 受講者数 
うちｵﾝﾗｲﾝ受講者数 

新規採用職員研修 34人（２人増） ０人（±０人） 

専門実務研修  14人（８人増） ０人（１人減） 

資格取得研修 ３人（１人減） ０人（±０人） 

集合研修 ０人（±０人） ０人（±０人） 

指導者養成研修 11人（±０人） ４人（４人増） 

管理監督者研修 ６人（１人増） ４人（３人増） 

行政視察研修 ２人（±０人） ０人（±０人） 

職員派遣研修 ２人（４人減） ０人（±０人） 

合  計 72人（６人増） ８人（６人増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、職員研修規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

関係法令に基づき、職員には勤務能率の発揮及び増進のために、研
修を受ける機会を与えることが必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和３年度から人事当局の指名制度を導入し、令和５年度も職員階
層別かつ計画的に研修受講者を選出し、若手職員から新任管理職ま
でについて研修を受けさせた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

研修施設を活用した職場外研修に職員を効率よく派遣するとともに、ｅラーニングなど
を活用した職場内研修の充実による人材育成を図っていく。また、希望する職員に対し
て、これまで同様、派遣研修や視察研修等に参加させていく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 5,294,110    1,100 5,293,010

Ｒ４ 4,695,735    1,100 4,694,635

増減 598,375     598,375

事 業 目 的  

職員の健康管理を目的として、職員の健康診断を行う。 

事業内容及び成果  

法令に基づく定期健康診断、特殊健康診断及び採用時健康診断について、市立芦別病院及び民間の健診機

関に委託して行うとともに、共済組合と連携して、パンフレットの配布、各種セミナーの受講などを通じ

て、健康教育を行った。また、衛生委員会を開催する中で、外部から産業医を任用し、職場の安全衛生管理

を行うほか、職員住宅の管理・保全を行った。 

 職員健康診断委託料      4,985,410円（477,120円増） 

 ストレスチェック業務委託料   138,600円 （6,495円減） 

 産業医報酬及び費用弁償     169,000円    (皆増) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、職員安全衛生管理規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項
について実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

法令に基づき定期健康診断、特殊健康診断及び採用時健康診断を行
い、共済組合と連携して、パンフレットの配布、各種セミナーの受
講などを通じて、健康教育を行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

事業所の責務として、職員の福利厚生事業を実施していく。  継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員採用事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 284,460     284,460

Ｒ４ 338,470     338,470

増減 △54,010     △54,010

事 業 目 的  

地方公務員法第17条の２第２項において「人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用

は、競争試験又は選考によるものとする。」と定められており、職員の採用に当たっては、この規定に基づ

き、競争試験を実施する。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

  第１次試験の教養試験及び専門試験の試験問題の作成と採点及び性格特性検査を、全国展開している専

門機関に委託し、小論文、作文及び第２次試験（面接試験）については、人事当局のほか関係部局の長を

加え採用職種に応じた適切な試験を行った。 

２ 採用試験の状況 

採用期日 職 種 
第１次試験 採用 

者数 

委託料 

支出額 実施日 受験申込者数 受験者数

令和５年７月 

１日付採用 

一般事務職 

(上・中・初級・社会人) 

技術職・土木・建築 

(上・中・初級・社会人) 

4月16日

(日) 
８名  ７名 ２名 58,520円

令和５年10月 

１日付採用 

一般事務職 

(上・中・初級・社会人) 

技術職・土木 

(上・中・初級・社会人) 

７月９日

(日) 
10名 ７名 ３名 38,610円

令和６年１月 

１日付採用 

技術職・土木 

(上・中・初級・社会人) 

７月９日

(日) 
１名 １名 １名

令和６年 

随時採用 

技術職・建築 

(上・中・初級・社会人) 

８月８日 

(火) 
１名 １名 ０名 17,930円

令和６年４月 

１日付採用 

一般事務職 

(上・中・初級・社会人) 

９月17日

(日) 
11名 10名 ７名 39,490円

令和６年４月 

１日付採用 

技術職・林業 

(上・中・初級・社会人) 

10月22日 

(月) 
３名 ２名 １名 26,070円

令和６年４月 

１日付採用 

一般事務職 

(上・中・初級・社会人) 

技術職・土木 

(上・中・初級・社会人) 

資格免許職(保育士) 

12月10日 

(日) 
８名 ４名 ２名 103,840円

令和６年４月 

１日付採用 
資格免許職(管理栄養士) 

2月19日 

(月) 
１名 １名 １名

合   計 
43名

（20名減）

33名

（24名減）

17名

（３名減）

284,460円

（54,010円減）

次頁へ続く   
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき競争試験を実施し、公平に採用する必要がある。

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和３年度から設けている社会人枠採用を継続して実施するなど、
新規採用職員の確保に努めた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

優秀な人材を確保するため、新規学卒者の募集のほか、社会人枠の募集も継続し、職員
採用計画に基づき採用試験を実施していくが、現状技術職、資格免許職の人材確保が困
難となってきていることから、随時募集を行うほか、募集要件の拡大について検討して
いく。 

改 善 



№013 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 その他人事管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 762,778     762,778

Ｒ４ 640,785     640,785

増減 121,993     121,993

事 業 目 的  

地方公務員法、労働基準法等の労働関係法令に基づき、服務の遵守、定員管理、人事管理などについて適

正に管理する。 

事業内容及び成果  

会議の出席及び図書の購入により、人事管理に必要な知識を習得し、本市の条例規則を改正するなどの制

度管理を行い、職員に制度を普及した。また、北海道社会保険協議会、芦別地区安全運転管理者協会、中空

知地方安全運転管理者事業主会に加入するとともに、青年会議所に職員を派遣し、市の事業と密接な関係の

あるこれらの団体とともに公益的な事業を実施した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、労働基準法など 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方公務員法、労働基準法等の労働関係法令に基づき、服務の遵守、
定員管理、人事管理などについて適正に管理する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

関係法令に基づき、服務の遵守、定員管理、人事管理などについて
適正に管理を行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

服務の遵守、定員管理及び人事管理など適正に管理を行っていく。 継 続 



№014 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ３ 文書広報費 

事 務 事 業 名 広報業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 18,811,926    8,863,530 9,948,396

Ｒ４ 18,674,972    242,500 18,432,472

増減 136,954    8,621,030 △8,484,076

事 業 目 的  

市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹介、制度改正、市民活動団体の紹介等、市民生活に係る事項につ

いて多くの市民等へ周知を図り、市政参画への一助とする。 

事業内容及び成果  

１ 広報あしべつの発行 

 広報紙作成業務委託料 10,780,000円（±０円） 

① 広報紙発行概要 Ａ４版、月平均19.6ページ（0.2ページ減）、12回発行（毎月１日） 

② 配布及び設置先 各戸配布、公式ホームページへの掲載、各公共施設、ＪＲ芦別駅、郵便局、 

医療機関、金融機関等 

 広報紙印刷製本費 6,451,060円（136,290円増） 

２ 公式ホームページ、ＬＩＮＥ等の運用 

  公式ホームページ保守点検業務委託料 1,539,120円（±０円） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 広報紙発行規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹介、市民生活に係る事項な
どを市民等に広く周知し、市政参画の一助とするため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

ホームページやＬＩＮＥ等を活用し、市民へ様々な情報を瞬時に発
信することができている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、広報の作成にあたって高校生の参画を促
し、まちの活性化や生徒たちのスキルアップにつなげていくよう提
言を受けているほか、町内会未加入世帯への広報配布方法の改善を
求められている。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

幅広い世代の市民が市政に興味を持っていただけるよう、広報紙、ホームページ、ＬＩ
ＮＥ等の様々な媒体を活用して積極的に情報提供を行っていく。また、高校生の市政へ
の参画についても検討を深め、町内会未加入世帯への広報配布方法については、他市の
状況などを参考に調査研究を図る。 

継 続 
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次頁へ続く 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ３ 文書広報費 

事 務 事 業 名 市民参加と協働推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

１ まちづくり基本条例の柱のひとつである「市民参加と協働」を推進する。 

２ 様々な機会を通じて広く市民の声を聴き、市民の意見をまちづくりに反映することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ まちづくりの基本となる計画、実施と評価の過程で、市民の意見が適切に反映されるよう取組を行った。 

 審議会等の委員公募の実施 

 意見公募（パブリックコメント）の実施 

 各種説明会等の開催及びアンケート調査等の実施 

２ 審議会などの委員公募 

公 募 件 数 
実 施 状 況 

募 集 応 募 選 任 

廃棄物減量等推進会議委員ほか15件（１件増） 
24人 

(６人増) 

22人 

(13人増) 

19人 

(10人増) 

３ 意見公募（パブリックコメント）７件（３件増） 

実  施  項  目 意見提出件数 素案修正件数 

まちづくり基本条例の見直し ４件 ０件 

総合庁舎建設基本計画（案） 25件 １件 

住生活基本計画・公営住宅等長寿命化計画〈概要版（案）〉 ０件 ０件 

第３次健康プラン（素案） ０件 ０件 

第４次食育推進計画（素案） ０件 ０件 

第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案） ０件 ０件 

第７期障がい福祉計画（素案） ０件 ０件 

合計 29件（27件増） １件（９件減） 

４ 市民説明会・懇談会・意見交換会など 

 実施件数３件（１件増） 

実  施  項  目 参加者数 

まちづくり懇談会 153人 

総合庁舎建設基本計画（案）市民説明会  33人 

総合庁舎建設及び浄水場建設に係る市民説明会  40人 
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５ アンケート調査など 

 実  施  項  目 実  施  方  法 

休日における部活動の地域移行に関するアンケート 

小学校５・６年生の児童と児童の保護者及び中

学生と中学生の保護者を対象に、ＷＥＢ回答フ

ォームにより実施した。 

令和５年度芦別市労働基本調査 

従業員５人以上の市内事業所（建設業について

は、全事業所）を対象とし、調査票またはＬｏ

Ｇｏフォームによる回答。 

６ 市長への手紙 17件(15件増)、市長への電子メール ４件(１件減)、市役所へのメール 10件(４件減) 

市民の意見箱 ０件(２件減)、まちづくり意見はがき 22 件(20 件増) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

まちづくりの計画、実施と評価の過程において、市民の意見を適切
に反映していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

審議会等の委員公募、意見公募及びアンケート調査などを通じ市民
参加の推進がなされた。また、対面による懇談会なども開催し、市
民が市政に関わる機会を提供することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

まちづくり意見はがきについて、差出人が記載する氏名等や意見内
容に係る情報漏洩の防止に向けて、市民から改善要望を受けている。

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市内各所でまちづくり懇談会を開催するほか、幅広い世代との意見交換を行うことで市
民参加の機会を広く持ち、協働によるまちづくりに努めるとともに、市長への手紙やま
ちづくり意見はがき等への対応を迅速に行い、市民の声を市政に反映していく。また、
まちづくり意見はがきについては、差出有効期間が令和６年度をもって終了すること、
及び市民から改善要望があったことを踏まえ、見直しに向けて早急に検討を行う。 

継 続 



№016

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ４ 情報管理費 

事 務 事 業 名 情報管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 81,062,046 13,191,780   1,000,000 66,870,266

Ｒ４ 117,798,495 5,254,971   3,000,000 109,543,524

増減 △36,736,449 7,936,809   △2,000,000 △42,673,258

事 業 目 的  

１ 庁内ＬＡＮ（情報系・業務系）を活用した各種情報の共有、ネットワーク及びサーバ、クライアント、

各種周辺機器の運用及び維持管理を行う。 

２ マイナンバーカードの申請支援及び交付事務（公的個人認証事務として、カードのＩＣチップ内に格納

された電子申請書の交付事務を含む。）を行う。 

事業内容及び成果  

最新のセキュリティソフト等により、システム環境の安定運用を維持管理し、国、道等との様々な情報連

携により、情報の共有による行政運営の円滑化及び資質向上、行政情報の高度利用を行った。 

１ 情報化関係 

 情報系ネットワーク関係運用費 14,694,900円  （157,520円減） 

 総合行政システム関係運用費  18,370,000円（39,940,890円減） 

 職員用パソコン購入（100台）  14,190,000円  （771,100円減） 

  標準化・共通化業務委託料   12,980,000円（11,462,000円増） 

２ マイナンバーカード関係 

 マイナンバーカードの申請支援を行った。        189件（1,472件減） 

 マイナンバーカードの申請者に適正かつ迅速に交付した。 910件（3,036件減） 

          次頁へ続く 



№016
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に
関する法律 

自治事務（情報化関係）
法定受託事務（マイナン
バー関係） 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

自治体における情報ネットワークや、各業務処理システムの安定運
用を図るために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

ＬｏＧｏフォーム、マイナポータルによる電子申請を実施したこと
により、業務の効率化や働き方改革の推進など、一定の効果が図ら
れた。また、デジタルデバイド（情報格差）対策として、誰一人取り
残されないデジタル社会の実現に向け、「シニア向けスマホ教室」や
「こどもＩＴ教室」を開催し、デジタル技術の活用に関する環境を
整備することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

現行の情報システム環境の維持と各システムの安定運用、ＡＩ等の最新技術を取り
入れることによる業務改善のほか、国が進めている自治体情報システムの標準化・
共通化やデジタル化の推進に向けた対応を図っていく。また、令和６年度より「コ
ンビニ交付サービス」及び「公共施設予約管理サービス」を導入し、市民の利便性
の向上を図っていく。 
なお、マイナンバーカードについては、引き続き適正な交付事務を行っていく。 

拡 充 



№017

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 財政管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,449,446     2,449,446

Ｒ４ 2,402,771     2,402,771

増減 46,675     46,675

事 業 目 的  

効率的な財政運営を実施し、予算の調製及び執行を適切に管理する。 

事業内容及び成果  

効率的な財政運営を実施し、予算の調製においては、国の予算編成、地方財政対策等の動向を注視しなが

ら財源を的確に把握するとともに、緊急性・必要性を十分に検討し、優先度を考慮した事業を実施すること

で、歳入の確保と歳出の抑制が図られた。 

また、平成20年度から導入・運用している財務会計システムについて、保守点検業務の契約期間が令和７

年７月31日に終了することに伴い、地方公会計制度に基づく財務書類の作成や契約管理など新たな機能を持

ち合わせた財務会計・公会計（日々仕訳方式）システムを導入するために公募型プロポーザルを実施し、契

約事務を執り進めた。 

 財務会計システム保守点検業務委託料  1,088,076円（±０円） 

 地方公会計システム保守点検業務委託料  550,000円（±０円） 

 地方公会計財務書類作成支援業務委託料  704,000円（±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、予算の編成及び執行に関する規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

財政の健全な運営及び事務の計画的かつ効率的な遂行を期するため
に必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

財源を的確に把握するとともに、緊急性・必要性を十分に検討し、
優先度を考慮した事業を実施することで、歳入の確保と歳出の抑制
が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

収支均衡型の財政構造の確立と市民の福祉増進に向けた取組のバランスを図りながら、
適切な歳出計上と特定財源の確保及び一般財源総額の抑制に努めていく。 

継 続 



№018

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 行財政改革推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 84,030     84,030

Ｒ４ 143,320     143,320

増減 △59,290        △59,290

事 業 目 的  

市民の福祉増進に必要な施策を実現するため、行政改革推進委員会を設置し、市民等から広く意見を求

め、効率的かつ安定的な行政運営の推進に努める。 

 また、持続可能な自治体として、収支均衡型の財政構造の確立、標準財政規模の10パーセント以上の留保

資金の確保及び市民の利便性が高い安全で暮らしやすい環境の構築を目標とした「行財政運営と改革の基本

方針」に基づき、その実施計画となる「行財政改革推進プラン（旧財政基盤強化集中改革プラン）」の実行

等により、本市の未来やまちの成長と発展に繋げる。 

事業内容及び成果  

１ 行政改革推進委員報酬 17人(１人減) 64,000 円(66,000 円減) 

２ 行政改革推進委員会の開催状況 

開催日時 
出  席 

委員数 
主な会議内容 

令和５年 10 月 30 日（月） 

午後５時～ 
12 人 

・検討中としてきた行政改革に関する提言に対する取組

状況及び令和４年度行財政改革推進プランの進捗状況

の報告 

・行財政改革推進プランの取組項目の推進について 

３ 財政基盤強化集中改革プラン及び行財政改革推進プランの進捗管理 

  財政基盤強化集中改革プラン及び令和４年７月に策定した行財政改革推進プランに掲げる具体的な取組

項目の進捗状況を把握するとともに、全体的な効果額の取りまとめを行った。 

次頁へ続く 



№018
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 行政改革推進委員会条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

将来に向けて収支均衡型の財政構造を確立していくこと、災
害等の不測の事態への対応として標準財政規模の10パーセン
ト以上の留保資金を確保していくこと、また、市民の利便性が
高い安全で暮らしやすい環境の構築を図っていくため、一層
の行財政改革を推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各所管課において、行財政改革推進プランに掲げる取組項目
を推進した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

※行政改革推進委員会からの提言で、検討中の項目について
は、それぞれの事務事業に記載している。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

行財政改革推進プランに掲げる取組項目の進捗管理のほか、行政改革推進委員会からの
提言などに取り組むなど、行財政改革を推進していく。また、令和６年度で現行の「行
財政運営と改革の基本方針」及び「行財政改革推進プラン」が終了することから、新た
な推進計画の策定に向けて取り組んでいく。 

改 善 



№019

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 公共施設等総合管理計画進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

 国の要請に基づき策定した公共施設等総合管理計画により、本市が保有する公共施設の延床面積の総量の 

削減、長寿命化の取組みによるライフサイクルコストの縮減及び施設の管理運営の改善・効率化を推進する。

また、個別施設ごとに具体的な対応方針を定める個別施設計画の策定により、施設の管理上の課題の把握や 

改修計画の適正な実施に努める。 

事業内容及び成果  

令和５年度に施設毎に個別施設計画を策定し、管理上の課題の把握や起債申請資料として活用した。 

  総合福祉センターほか 33施設分策定 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（H26.4 地方公
共団体が公共施設等総合管理計画を策定するための国からの要請） 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

各公共施設の老朽化等を踏まえながら、財政運営に配慮しつつ今後
の各公共施設等の在るべき姿を示していくほか、起債申請資料とし
ても活用することから、適正に管理事務を進めていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

個別施設計画の策定により、各公共施設の実態を把握することがで
き、建物の修繕や設備の更新などの長寿命化の取組を推進するとと
もに、その財源としての起債の申請に活用した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

公共施設延べ床面積総量の削減や長寿命化等の取組によるライフサイクルコストの縮減を
図っていくとともに、引き続き、所管課において個別施設計画の更新に取り組んでいく。

継 続 



№020

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ６ 会計管理費 

事 務 事 業 名 会計管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,386,808     4,386,808

Ｒ４ 2,040,212    206,250 1,833,962

増減 2,346,596    △206,250 2,552,846

事 業 目 的  

歳入歳出の出納に関する事務を適切に行う。 

事業内容及び成果  

地方自治法等の規定に基づき、支払いに関する審査、収入及び支払いに係る現金の出納・保管・記録、基

金の運用、物品の出納・保管及び決算書作成事務を公正かつ適正に執行した。   

支払手数料 4,249,512円（2,555,526円増） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 地方自治法関係法令等 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方自治法関係法令等に基づき実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

出納事務を適切に行い安定的な財政運営に寄与することができ
た。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

一部の金融機関から取り扱いに係る手数料の見直しが求められ
た。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

支払いに関する確認、収入及び支払いに係る現金の出納・保管・記録、基金の運用、物
品の出納及び保管等を公正かつ適正に執行していく。また、令和６年度から一部の手数
料を見直したところであるが、今後も金融機関からの要望に対しては、市中金融機関の
均衡を図りつつ、他市の状況を把握しながら誠実かつ慎重に対応していく。 

継 続 



№021 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ７ 財産管理費 

事 務 事 業 名 財産管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 11,142,221    2,105,220 9,037,001

Ｒ４ 9,476,837    2,155,924 7,320,913

増減 1,665,384    △50,704 1,716,288

事 業 目 的  

１ 市有財産の取得、管理、処分及び賃貸借等に伴う登記、登録を実施する。 

２ 厳しい財政状況が続く中、今後、人口減少・少子高齢化などにより公共施設等の利用需要の変化と遊休

施設の増加が予想されることから、総合的かつ計画的な管理を行う。 

事業内容及び成果  

１ 市有財産の取得、処分において、他課との十分な調整協議により有効的な利用方法を検討し、公営住宅

等の除却工事により発生した鉄くず及び消防ポンプ自動車（２台）・し尿収集車を売却した。 

２ 市有財産の管理 

 火災保険料      5,855,252円 （624,335円増） 

 市有地草刈業務委託料 2,228,600円 （260,700円減） 

３ 遊休施設の利活用者を募集した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公有財産規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市有財産の適正な管理、処分等を実施するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

不用品売却により収入を確保するとともに、遊休施設を利活用希望
者に譲渡または、除却することにより施設管理費の縮減及び、生活
環境の改善が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

■有 
□無 

令和５年度不用品等売却額 9,118 千円／年

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

公売等による不用品の売却を実施して歳入の確保を図るとともに、利活用可能な遊休
施設については売却や利活用希望者の募集を実施する。また、老朽化等により利活用
の見込みのない遊休施設については計画的に処分していく。 

継 続 



№022

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 環境審議会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 37,620     37,620

Ｒ４ 0     

増減 37,620     37,620

事 業 目 的  

環境基本条例の規定に基づき設置された市長の附属機関である環境審議会において、環境の保全・活用な

どに関する基本的な事項や具体的な事業について審議することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 環境審議会委員報酬 ９人（９人増） 36,000円（36,000円増） 

       費用弁償 ３人（３人増）  1,620円（ 1,620円増） 

２ 環境審議会の開催状況 

開催回 参加委員数 会議内容 

第１回（11月17日） 10人 
令和４年度環境基本計画の取組実績、ゼロカーボン計画策

定、環境審議会と廃棄物減量等推進会議の統合について 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 環境基本条例、第２次芦別市環境基本計画 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の良好で快適な環境の保全、活用、創造に関する施策について、
総合的・計画的に推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

同種の環境審議会と廃棄物減量等推進会議を統合したほか、地球温
暖化対策に係る意見交換を実施することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

環境審議会と廃棄物減量等推進会議を統合し一元化が図られたことから、総合的に環境
の保全や活用などに関する事業等について審議していく。 

改 善 



№023

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 地域振興業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 869,142    92,451 776,691

Ｒ４ 1,277,814    111,130 1,166,684

増減 △408,672    △18,679 △389,993

事 業 目 的  

関係機関・団体などと連携を図りながら地域振興を促進する。 

事業内容及び成果  

１ 空知地方総合開発期成会による国費・道費予算の要望 

 道要望 令和５年７月７日実施 

 国要望 令和５年７月26日実施 

 空知地方総合開発期成会負担金 259,000円（2,000円減） 

２ 過疎地域持続的発展市町村計画及び過疎対策事業債の活用 

  全国過疎地域連盟北海道支部負担金 71,400円（2,700円増） 

３ 「星の降る里あしべつ応援大使」の状況 委嘱者 ８人（４人増） 

   髙橋 慶彦 氏、土山 希美枝 氏、角幡 唯介 氏、ようへい 氏、手嶋 龍一 氏、 

やしろまりこ 氏、小山 大輝 氏、脇屋 友詞 氏 

４ 「星の降る里あしべつ応援団」の状況 

登録人数40人（16人増）（うち道外10人（４人増）、道内25人（12人増）、空知管内５人（±０人）） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、「星の降る里あし
べつ応援大使」事業実施要領、星の降る里あしべつ応援団設置要領 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

恵まれた自然環境や立地条件、豊かな人材などを活かしながら、活
力ある地域づくりを目指していく必要がある。

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

令和５年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受けず、国、道に
対し対面での予算要望を行うことができた。また、「星の降る里あし
べつ応援大使」については、令和５年度に新たに４名を委嘱したこ
と、及び令和４年度に設置した「星の降る里あしべつ応援団」の増
加により、交流人口・関係人口の拡大が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和５年度に「星の降る里あしべつ応援大使」を大幅に増員したことから、今後さらに、
応援大使を活かした本市のＰＲ事業の実施について検討していく。また、令和４年度に
設置した「星の降る里あしべつ応援団」について、団員の増員に向けた特典の魅力向上や
ニーズ把握に努め、交流人口・関係人口の拡大を図っていく。 

継 続 



№024

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 移住・定住促進業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 56,107,210   21,300,000 5,000,000 29,807,210

Ｒ４ 52,415,427 3,185,903  26,000,000 3,000,000 20,229,524

増減 3,691,783 △3,185,903  △4,700,000 2,000,000 9,577,686

事 業 目 的  

本市への移住・定住を促進するとともに、関係人口・交流人口の増加を図ることで地域活性化を推進する

ことを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

空き家・空き地情報バンク等の市公式ホームページ掲載など、本市の快適な住環境を道内外に向けて積

極的に情報発信するとともに、受入れ体制を充実するため、定住の基礎となる持ち家取得を奨励するため

の助成を行うなど、移住・定住を促す住環境の整備を図ったほか、本市への定住意識の醸成を図るため、

「人生の節目」となる出産に対して祝品を贈呈した。 

また、本市の魅力やイベント等について周知するべくメルマガを配信し、関係人口の拡大に努めた。 

 ワンストップ窓口による移住相談・対応 36件（23件増） 

  来庁 ６件（５件増）、電話 14件（９件増）、メール 10件（５件増）、手紙 １件（１件増）、 

ＷＥＢ相談 ５件（４件増）、資料請求 ０件（１件減） 

 空き家・空き地情報バンクの状況   

登録件数   16件（11件減） （空き家 11件（９件減）、空き地 ５件（２件減）） 

買受人決定  17件（３件減） （空き家 13件（４件減）、空き地 ４件（１件増）） 

賃貸契約成立 ０件（２件減） （空き家 ０件（２件減）、空き地 ０件（±０件）） 

 持ち家取得奨励金交付 35,670,000円 （6,220,000円増） 

新築  市内３件（６件減）（うち子育て世帯加算３件（１件減）、うち市内業者加算０件（１件 

減）） 

市外１件（１件増）（うち子育て世帯加算０件（±０件）、うち市内業者加算０件（±０ 

件）） 

中古  市内15件（３件減）（うち子育て世帯加算６件（２件減））  

市外11件（５件増）（うち子育て世帯加算３件（２件増））  

 賃貸住宅家賃助成 6,420,000円（2,492,000円増） 

令和４年度 助成決定件数 18件（うち中古住宅購入及び転出による取消 ５件）   

令和５年度 助成決定件数 13件（うち転出による取消 １件）   

 出産祝品の贈呈（10万円分の商品券） 30件（７件減） 3,000,000円（700,000円減） 

 地域おこし協力隊の状況 

① フリーミッション部門 ２人（±０人） 活動経費等 9,562,812円（201,937円減）  

② 農業（メロン栽培）部門 ０人（１人減） 活動経費等 ０円(1,006,141円減) 

 移住フェアの参加（市職員及び地域おこし協力隊が参加） 

北海道mini移住・交流フェア2023in福岡（令和５年９月２日 博多バスターミナル大ホール） 

北海道移住・定住フェア2023 大阪会場（令和５年10月14日 大阪ＯＭＭ展示ホール） 

JOIN移住・交流＆地域おこしフェア2024（令和６年１月13日 東京ビックサイト南展示棟１ホール） 

 星の降る里あしべつメールマガジンの配信 ４回（１回増） 38,878円（7,941円増） 

  １回目 8,976件、２回目 8,839件、３回目 8,839件、４回目 8,692件 

次頁へ続く



№024
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 移住定住促進条例及び同条例施行規則、地域おこし協力隊設置要綱 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

急速に進行する人口減少を抑制するため、若者及び子育て世代並び
に移住者誘致に重点を置いた施策に取り組むことにより、魅力ある
まちづくりを推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

空き家・空き地情報バンク等の各種施策の情報をホームページで発
信することにより、市民及び移住者等の各種施策の利用促進が図ら
れた。また、移住フェアに出展し芦別市地域おこし協力隊の募集や
移住者に対する助成制度等のＰＲを行った結果、移住・定住の促進
が図られた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□有 
■無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

移住・定住に直接つながる持ち家取得奨励事業や賃貸住宅家賃助成事業を継続していく
ほか、移住・定住施策の充実を図り、地域活性化の推進に努めていく。また、地域おこし
協力隊の増員に向け、関係部署と連携しながら募集を行うほか、令和６年度が任期の最
終年度となる現隊員２名に対しては、卒隊後の起業等に係るバックアップやフォローを
行い、定住に向けた環境づくりに努める。 

継 続 



№025 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 高等教育機関支援業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

本市が誘致した専門学校北日本自動車大学校、星槎大学及び星槎国際高等学校の支援策として、北海道内

の高等学校を訪問し、学校のＰＲと学生募集活動を行い、入学者の確保に努める。 

事業内容及び成果  

北海道内の高等学校を訪問し、進路指導（進学）の教諭に専門学校北日本自動車大学校の概要及び本市の

支援制度について説明し、自動車関係の進学状況についての聞き取り調査を行うとともに、星槎大学及び星

槎国際高等学校については、学校の概要説明を行い、生徒及び教諭へのＰＲを依頼する予定であったが、令

和５年度は北日本自動車大学校との協議により、学生募集活動を行う教員が充足され、独自の募集活動の実

施が可能であることから、市による高等学校への訪問の必要はないとの意向を受けて、学生募集活動は実施

しなかった。 

訪問学校数 未実施（12校減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市が誘致した学校への支援策として、学生募集活動を行う必要があ
る。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

専門学校北日本自動車大学校との協議により、令和５年度は学生募
集活動を実施しなかったが、学校のＰＲについては、市公式ホーム
ページで継続して行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

専門学校北日本自動車大学校は、入学生の確保が喫緊の課題となっていることから、令
和６年度以降も学生募集活動にあたっては、同校との連携を図り、募集活動地域の割り
振りなどにより、効果的・効率的に行っていく。 

継 続 



№026

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 土地売買等届出事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 16,632  16,632   

Ｒ４ 16,940  16,940   

増減 △308  △308   

事 業 目 的  

地域の人々の生活や周辺の自然環境にも影響を及ぼす乱開発、無秩序な土地利用を防止することを目的と

する。 

事業内容及び成果  

国土利用計画法に基づく届出の内容を確認し、意見を付して空知総合振興局に報告した。 

令和５年度届出件数 11件（13件減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 国土利用計画法 法定受託事務等 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3. 要望 
（市民・団体等か
らの要望など） 

□ 有 
□ 無 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の 
休止・廃止 
など 

□有 
□無 

コスト縮減 

など 

□有 
□無 

他の事業と 
の統合や民 
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 



№027

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 広域行政事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,154,770 174,500    1,980,270

Ｒ４ 2,259,350 190,500   99,166 1,969,684

増減 △104,580 △16,000   △99,166 10,586

事 業 目 的  

本市では少子高齢化が進んでいることから、行政機能を向上させ市民の生活機能を確保することが必要で

あるため、国、北海道及び近隣市町と医療、教育、環境などの分野において、お互いの特性を生かした連携

強化を進めることが重要であり、効率的かつ効果的なまちづくりを進める。 

事業内容及び成果  

１ 中空知広域市町村圏組合 

中空知広域市町村圏組合は、芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、

新十津川町、雨竜町の５市５町で構成し、圏域の共同事業として交通災害共済事業、交通遺児に対する奨学

事業をはじめ、圏域の振興に係る総合調整のほか、ふるさと市町村圏基金に基づく産業観光振興事業、教育

文化振興事業、コミュニティ推進事業などのソフト事業を展開した。 

 会議等の状況 

市長・副市長・課長・係長が出席する会議等 企画政策課職員・企画政策課以外が出席する会議等 

会議等名 回数 会議等名 回数 

定例会 ２回（±０回） ふるさと議員交流会 １回（１回増）

臨時会 １回（１回増） 理事・議員連絡会議 １回（±０回）

理事会（うち書面会議１回） ５回（１回増）

副市町長会議・情報交換会 ５回（５回増）

企画調整会議 ４回（２回増）

企画係長会議 ０人（１回減）

計 17回（８回増） 計 ２回（１回増）

 中空知広域市町村圏組合事務費負担金 1,600,000 円（21,000 円減） 

２ 中空知定住自立圏構想推進協議会 

会議等の状況 

市長・副市長・課長・係長が出席する会議等 企画政策課職員・企画政策課以外が出席する会議等 

会議等名 回数 会議等名 回数 

中空知定住自立圏構想推進会議 １回（１回減） 共生ビジョン懇談会 １回（±０回）

副市町長会議 ２回（±０回）

幹事会 ４回（２回増）

計 ７回（１回増） 計 １回（±０回）

 なかそらち合同企業説明会 

① 実施年月日 令和５年 12月 13 日（水） 

② 場   所 國學院大學北海道短期大学部 体育館 

③ 参加企業数 45 社（11 社減） 

④ 参 加 校 芦別高等学校 

 中空知定住自立圏構想推進協議会負担金 50,000 円（±０円） 

次頁へ続く 
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３ 学生地域定着推進広域連携協議会 

 芦別市内企業インターンシップの開催 

①  開 催 日 令和６年３月６日（水）～８日（金） 

②  受入企業  ４社（２社増） 

③  参 加 者 延７人（１人増） 

 その他の事業 

江別４大学の学生が地域活動に参加することで、学生の地域定着を図ることを目的に、「日本プロ野

球ＯＢクラブベースボールサマーキャンプｉｎ芦別」への受入れを予定していたが、応募がなかったた

め未実施。 

 札幌、江別の大学・大学院に通う学生で公務員を目指している学生に向けて市役所の見学ツアーの受

け入れを行った。当日は 13 人の学生が参加し、本庁舎や市内観光施設、なまこ山総合運動公園の紹介等

を行った。 

(3) 学生地域定着推進広域連携協議会負担金 352,000 円（35,000 円減） 

４ 北海道空知地域創生協議会 

北海道空知地域創生協議会は、空知管内の 24市町で構成し、「空知」ならではの観光・物産やライフス

タイル、生活環境などに関する情報を総合的に発信し、空知地域に対する関心や理解度の向上、首都圏等で

の知名度向上を図り、人とモノの流れの創出を目指す取組を行った。 

 多様な情報発信の実施 

① ウェブサイト「そらち・デ・ビュー」等による情報発信 

ア ウェブサイト「そらち・デ・ビュー」による情報発信 

イ 空知知名度調査の実施 

② ＳＮＳやそらち応援大使を活用した情報発信 

ア ＳＮＳを活用した情報発信 

イ そらち食の応援アンバサダーによる空知の食の魅力発信（Ｘ及びウェブサイト） 

ウ 「そらち食の応援アンバサダー」佐藤麻美と行く！そらち☆バスツアー！の実施 

 戦略的なプロモーションの実施 

① 首都圏向けプロモーション事業 

ア そらち応援大使の知名度を活用したプロモーションの展開 

イ ＳＮＳキャンペーン等の実施 

（ア）そらち☆フォロー＆リポストキャンペーン 

（イ）ウェブサイト「そらち・デ・ビュー」のアンケート調査 

（ウ）そらち・デ・オフ会ｉｎ東京の開催 

② 札幌圏向けプロモーション事業 

ア 札幌圏向けＰＲイベントの実施 

（ア）そらち・デ・ビューフェア 2023 オンラインの開催〈芦別温泉スターライトホテル〉 

（イ）道内向けＰＲ素材（そらち直売所マップ）の制作 

 その他 

  ① 協議会企画のプロモーション 

   ア どさんこしまんちゅフェスティバルにおける空知のＰＲ（兵庫県神戸市） 

   イ 空知の食と観光フェアでの連携ＰＲ（北海道どさんこプラザ札幌店） 

   ウ 第 49 回「ＡＮＡオープンゴルフトーナメント」での連携ＰＲ（札幌ゴルフ倶楽部輪厚コース） 

   エ 北海道“みりょく”発信プロジェクトと連携したＰＲ（札幌駅前通地下歩行空間） 

 北海道空知地域創生協議会負担金 150,000 円（50,000 円減） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければな

らない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

人口減少や高齢化が進む中において、交通対策や医療等、様々な分
野で、現在の市域を越えた広域的な取組が必要となっている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図ら

れているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

中空知定住自立圏構想推進協議会開催のなかそらち合同企業説明
会の開催や、学生地域定着推進広域連携協議会により芦別市内企
業インターンシップが開催されるなど、広域連携の強化を図るこ
とができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの要

望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

第４次中空知ふるさと市町村圏計画や第３期中空知定住自立圏共生ビジョンに基づき、
各種施策の展開を図っていくほか、空知地域創生協議会として空知管内 24 市町が連携
し、地域のＰＲや移住促進事業を展開するなど、空知全体の魅力を高めるための取組を
行っていく。昨年度は応募がなかったベースボールサマーキャンプの受け入れ等江別４
大学の学生が地域活動に参加する機会を増やし、本市の魅力を発見してもらうととも
に、学生が地域に定着してもらえるよう事業を推進していくほか、新たな受入事業につ
いても検討し、本市の魅力発信と若者の就職、定住促進につながるよう努めていく。 

継 続 



№028

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 地球温暖化・省エネルギー対策推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 63,430     63,430

Ｒ４ 0     

増減 63,430     63,430

事 業 目 的  

国における温室効果ガス削減の国際公約に基づき、地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使
用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律による二酸化炭素排出量の削減が求められている
ことから、各公共施設及び公用車等のエネルギー使用量の削減を図るほか、ゼロカーボンシティ宣言による
2050年までの二酸化炭素排出量ゼロを目指す取組を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 第３期芦別市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）によるＰＤＣＡサイクルを基本とした取組を推進
した。 

会議の開催状況 

区  分 回数 

地球温暖化・省エネ対策推進本部の開催 １回（±０回） 

地球温暖化・省エネ対策推進委員会の開催（書面会議） １回（±０回） 

その他 公用自転車の活用 ４台（±０台） 
２ 経費の内訳 

普通旅費        10,430円（10,430円増） 
手数料         37,400円（37,400円増） 
諸会議等出席者負担金  15,600円（15,600円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使用の合理化
及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使用の合理化及
び非化石エネルギーへの転換等に関する法律に基づき、市町村は温
室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全、及び強化のため
の措置に関する計画を策定しなければならない。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

基準年（令和元年度）の温室効果ガス排出量 7,899,098kg-CO2 と比
較して、令和５年度実績は 7,170,114kg CO2 となり、9.2％削減する
ことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

各公共施設及び公用車等のエネルギー使用量の削減のほか、ゼロカーボンシティ宣言に
伴う脱炭素化社会の実現を目指し、公共施設照明ＬＥＤ化基本方針に基づく取組を推進
するほか、令和７年度からスタートする芦別市ゼロカーボン実行計画（区域施策編）を
策定する。 

改 善 



№029

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 行政評価推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

個々の事務事業の成果・活動状況を把握し、改革・改善を図り、効率的で効果的なまちづくりの実現に向

け、行政評価を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 事務事業評価の実施 一般会計253件（１件増） 特別会計75件（10件減） 

２ 事務事業評価内容（事務事業の必要性、市民福祉の向上が図られているかなどの成果、市民等からの要

望内容、行財政改革の取組、以上４点の評価項目を設け、必要に応じてコメントを付しながら、全ての事

務事業に今後の方向性を記載した。また、総合判定を「休止」「廃止」「終了」「拡充」「縮小」「継

続」「改善」「評価対象外」の８区分で評価した。） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

今後、さらなる財政規模の縮小が求められる中、複雑かつ多様化す
る市民ニーズに対応していくためには、職員一人ひとりが共通認識
に立ち、前例踏襲からの脱却と改革・改善する意識を持ちながら各
種業務に取り組み、改善を図っていく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

全ての事務事業において、必要性、成果、要望及び行財政改革の取
組内容について適正な評価を行い、今後の方向性を確認した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

事務事業評価内容の見直しを図りながら、各種事務事業の改善等を図っていく。 継 続 



№030

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合戦略進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 86,520     86,520

Ｒ４ 0     

増減 86,520     86,520

事 業 目 的  

国が策定した「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の基本的な考え方や政策５原則等を基に、本市にお

ける人口減少と地域経済縮小の克服、及びまち・ひと・しごとを創生し、これらの好循環の確立を目指す。 

事業内容及び成果  

１ まち・ひと・しごと創生総合戦略策定庁内検討委員会 ４回（４回増） 

２ まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部会議    ３回（３回増） 

３ まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議      ３回（３回増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まち・ひと・しごと創生法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

毎年度、施策の進捗状況や効果をとりまとめ、検証を行い、必要に
応じて見直しを行っていくなど適切な対応が図られるよう管理する
必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

第２期芦別市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進を図るととも
に、令和６年３月にデジタル田園都市国家構想を踏まえ計画の一部
を改訂した。 
ＫＰＩを設定している 51 事業の効果については、「地方創生に非常
に効果的であった」及び「地方創生に相当程度効果があった」の割
合が若干減少（２事業減）したが、効果は概ね維持されている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地方創生関係交付金をはじめ、国の支援制度の積極的な活用を図りながら、第２期芦別
市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる施策の充実・強化に努めていく。また、人
口減少を抑制するため、定住施策を充実するほか、国のデジタル田園都市国家構想総合
戦略や少子化対策等と整合を図り、令和７年度からの次期総合戦略を策定する。 

改 善 



№031

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 ＪＲ芦別駅管理等業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 104,940    104,940 

Ｒ４ 127,603    127,603 

増減 △22,663    △22,663 

事 業 目 的  

ＪＲ北海道が平成28年４月から芦別駅を無人化したところであるが、市民の利便性の確保、安全・防犯対

策の観点から、ＪＲ北海道より芦別駅の管理等業務を受託する。 

事業内容及び成果  

業務内容 

 乗車券類委託販売業務 

 旅客案内業務 

 駅清掃業務 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市がＪＲ北海道から委託を受け管理等業務を行うことにより、市民・
観光客等の利便性の確保が図られる。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した
□ 低下した 

ＪＲ北海道より、乗車券類委託販売業務、旅客案内業務、駅清掃業
務を受託することで、市民・観光客等の利便性の確保や安全、防犯
対策が図られている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ＪＲを利用する市民及び観光客等が安全に利用できる駅を目指すため、ＪＲ北海道から
委託を受け、適切に管理運営を行っていく。 

継 続 



№032

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合計画進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

まちづくり基本条例に基づき、本市の最上位計画である総合計画の目指すまちの将来像「みんなで築く 

豊かで住みよい 人と文化の輝くまち」を実現させる。 

事業内容及び成果  

目標達成に向けた効率的かつ効果的な施策・事務事業を実施するため、事務事業評価による改善を図りな

がら、総合計画・実施計画の策定を行った。 

 総合計画、実施計画策定事業数 331事業（±０事業） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市が将来にわたって持続可能なまちとして、その魅力を充実させ
るため、総合的かつ計画的にまちづくりを進める必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

効率的・効果的な施策・事務事業を実施するため、事務事業評価に
よる改善を図りながら実施計画の策定を行うことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

第６次芦別市総合計画の目指すまちの将来像である、「みんなで築く 豊かで住みよい
人と文化の輝くまち」の実現に向け取り組んでいく。なお、同計画については、令和６
年度が中間年であることから、令和７年度からの後期５年間についての施策内容等を確
認し改訂作業を行うとともに、基本構想に掲げるまちづくりの基本方向及び基本目標に
沿った各種施策を展開していく。 

改 善 



№033

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合教育会議運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、総合教育会議を設置し、市長と教育委員会が地

域の課題や教育のあるべき姿を共有し、相互に連携を図りながら教育行政を推進する。 

事業内容及び成果  

 総合教育会議開催状況 １回（±０回） 

 開催日 令和６年２月26日（月） 

 出席者 市長、教育長、教育長職務代理者、教育委員３人（±０人）、事務局７人（±０人） 

 傍聴者 ０人（±０人）   

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、教育の課題や目指す方
向性を共有しながら、連携して効果的な教育行政を推進する必要が
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

総合教育会議において、市長と教育委員会が意見交換を行ったこと
により、市の教育の在り方や課題、今後の目指す方向性を共有する
ことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市長と教育委員会が地域の課題や教育のあるべき姿を共有し、相互に連携を図りながら
効果的な教育行政を推進していく。 

継 続 



№034 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 芦別１３０周年・市制施行７０周年記念事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 7,178,012    7,142,539 35,473

Ｒ４      

増減 7,178,012    7,142,539 35,473

事 業 目 的  

芦別１３０周年・市制施行７０周年を記念し、これまでの先人達が築き上げてきた歴史や文化、地域の魅

力を再確認するとともに、未来に引き継ぎ、新たな歴史への飛躍の年となるよう記念式典、記念事業を実施 

する。 

事業内容及び成果  

①ＮＨＫのど自慢（令和５年５月28日実施） 

参加者 予選181組出場、本選20組出場（観客577人） 

決算額 なし（ＮＨＫ負担） 

②夏季巡回ラジオ体操・みんなの体操会（令和５年７月25日実施） 

参加者 267人   

決算額 400,800円 

③タイムカプセルの発掘・資料公開（開封セレモニー／令和５年８月11日実施） 

（特別展／令和５年10月４日～11月２日実施） 

決算額 995,309円 

④新たなタイプカプセルの設置（保存セレモニー／令和５年９月２日実施） 

決算額 433,058円 

⑤「あしべつスター☆マラニック」の開催（令和５年９月３日実施） 

参加者 205人（ショートコース104人、ミドルコース65人、ロングコース36人） 

決算額 1,496,012円 

⑥北海道警察音楽隊演奏会事業（令和５年９月９日実施） 

参加者 400人 

決算額 なし 

⑦星の降る里あしべつ応援大使「髙橋慶彦氏、ようへい氏」によるトークショー 

（令和５年９月23日実施） 

参加者 73人 

決算額 452,900円 

⑧絵本作家「やしろまりこ絵本原画展」開催事業（令和５年10月６日～10月29日実施） 

絵本作家「やしろまりこ氏」による講演会（令和５年10月７日実施） 

参加者 講演会参加者54人（子ども・親子向け27人、大人向け27人） 

決算額 なし 

⑨記念式典（令和５年10月29日実施） 

参加者 379人（来場者350人、被表彰者29人） 

決算額 2,396,383円 

⑩芦別市出身「手嶋龍一氏」記念講演会（令和５年10月29日実施） 

参加者 380人     

決算額 969,800円 

⑪記念標語の募集及び表彰（令和５年10月29日実施） 

参加者 表彰者11人／ 募集142人 

決算額 33,750円 

次頁へ続く  



№034 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

芦別１３０周年・市制施行７０周年という記念すべき節目において、
これまでの歩みを振り返り、本市の魅力を再確認、再発見すること
で、ふるさと芦別への愛着や誇りを育み、未来につなぐ機会となる
ことから必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

芦別１３０周年・市制施行７０周年という記念の年に周年事業を行
うことにより、より多くの市民の方がまちづくりに参画することが
でき、市政に関心を持ってもらえる契機となった。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和５年度をもって事業終了 終 了 



№035

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ９ 公平委員会費 

事 務 事 業 名 公平委員会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 98,910     98,910

Ｒ４ 23,720     23,720

増減 75,190     75,190

事 業 目 的  

公平委員会の円滑な運営と適正な公平審理を行うため、委員会の開催、研修会等への積極的な参加に努め

る。 

事業内容及び成果  

１ 公平委員会委員報酬  ３人（±０人） 22,400円（6,000円増）  

２ 公平委員会の開催 １回開催（±０回）、総会等への参加 １回（１回増）、苦情相談員の配置 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、地方公務員法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方公務員法に基づき公平委員会を置く必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・
判定し、必要な措置を図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 



№036

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 10 交通安全対策費 

事 務 事 業 名 交通安全対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 6,419,375    1,400,000 5,019,375

Ｒ４ 3,443,513     3,443,513

増減 2,975,862    1,400,000 1,575,862

事 業 目 的  

市内における交通安全の確保、交通事故抑止を目的とする。 

事業内容及び成果  

市民が主体的に行う交通安全総点検、地域の特性に応じた取組等により、参加、協働型の交通安全活動を

推進した。 

 交通安全運動期別実施状況 

区    分 期  間 日  数 

春の全国交通安全運動 ５月11日(木)～５月20日(土) 10日間 

夏の交通安全運動 ７月13日(木)～７月22日(土) 10日間 

秋の全国交通安全運動 ９月21日(木)～９月30日(土) 10日間 

冬の交通安全運動 11月13日(月)～11月22日(水) 10日間 

合    計 ４回（±０回） 40日間 

 交通安全教室等の実施状況（映画、講話） 

区    分 実施回数 参加人数 

児童・生徒の交通安全教室 ９回（３回増） 412人（17人増） 

老人クラブの交通安全教室ほか ４回（１回減） 106人（16人増） 

合    計 13回（２回増） 518人（33人増） 

 交通安全運動の実施状況 

区    分 参加人数 

春の全国交通安全運動市民決起大会 55人 (23人増) 

秋の全国交通安全運動市民決起大会 400人(367人増) 

町内会女性部等の交通安全巡回啓発放送 
延52人 (±０人) 

(春夏秋冬各13人) 

交通安全「人の波街頭啓発」（年４期40日他） 延936人 (97人減) 

バイクの日（８月19日）等交通安全の日の運動 延15人 (２人減) 

合    計 延1,458人(291人増) 

 被害者援助対策の推進 

区    分 人数・件数 

中空知交通災害共済加入者 965人（78人減） 

見舞金支払件数 ４件（１件増） 

次頁へ続く 



№036

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 交通安全対策基本法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市内における交通安全の確保、交通事故抑止のために必要で
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

市民への交通安全啓発事業及び高齢者等運転免許自主返納支
援事業の実施により、交通事故の抑止に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休止・
廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減など 
□有 
■無 

― 

他の事業との統
合や民間委託な
ど 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

関係団体と連携を図り、交通安全運動や交通安全教育をはじめとする事業を推進してい
く。 

継 続 

 交通指導員の活動状況 

 ① 交通指導員報償金 ８人（１人減） 1,850,000円（118,000円減） 

 ② 街頭啓発 延925日間  

 ③ 実施場所 芦別小学校交差点付近、駅前セブンイレブン交差点付近、上芦別小学校前交差点付近等 

 運転免許証自主返納支援金 102件 2,040,000（皆増） 

 その他主な経費 

 ① 消耗品費（自転車用ヘルメット445個ほか）1,531,420円（1,531,420円増） 

 ② 交通安全対策本部負担金 453,162円（484,091円減） 

 ③ 交通安全協会交付金 473,000円（±０円） 



№037 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 11 車両管理費 

事 務 事 業 名 車両維持管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 34,454,486     34,454,486

Ｒ４ 33,917,909     33,917,909

増減 536,577     536,577

事 業 目 的  

市有車両の円滑な運行と良好な維持管理を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 主な維持管理費（日常点検、定期点検整備等） 

 タイヤ等消耗品      3,059,909円 （779,155円増） 

 燃料費         3,804,060円 （576,271円増） 

 修繕料（車検代含む） 20,926,012円（1,091,610円減） 

２ 車両一覧 

所属 車名 年式 所属 車名 年式 所属 車名 年式 

総務防災課総務係 インプレッサ Ｈ22 生活衛生係 平ボデー Ｈ16 土木係 ロータリ除雪車 Ｈ23 

〃 フィット Ｈ23 〃 〃 Ｒ２ 〃 〃 Ｈ27 

〃 〃 Ｈ29 健康推進係 ワゴン R Ｈ16 〃 〃 Ｈ29 

〃 シエンタ Ｈ29 〃 エブリイ Ｒ３ 〃 〃 Ｒ１ 

〃 ムーブ Ｈ30 地域包括支援係 ミライース Ｈ28 〃 〃 Ｒ４ 

〃 キャンター Ｈ３ 〃 アルト Ｈ28 〃 〃 Ｒ５ 

〃 コースター Ｈ７ 〃 ムーブ Ｒ２ 住宅係 ワゴン R Ｈ29 

〃 ジャーニー Ｈ８ 福祉係 ADバン Ｈ21 建築係 タウンエース Ｈ27 

〃 クレスタ Ｈ11 保護係 クリッパー Ｒ５ 学務課総務係 スクールバス Ｈ18 

〃 オデッセイ Ｈ19 子どもセンター アルト Ｈ27 〃 〃 Ｈ25 

〃 アルファード Ｈ26 〃 エブリイ Ｈ28 〃 〃 Ｈ26 

〃 セレナ Ｒ１ 農政係 ジムニー Ｈ28 〃 〃 Ｈ28 

生活衛生係 エブリイ Ｈ20 林務係 フォレスター Ｈ28 〃 〃 Ｒ５ 

〃 セレナ Ｒ３ 〃 スノーモービル Ｒ３ 〃 〃 Ｒ５ 

〃 タウンエース Ｈ24 〃 けん引トレーラ Ｒ３ 〃 〃 Ｒ５ 

〃 バキューム車 Ｈ30 土木係 Xトレイル Ｈ28 〃 ノート Ｈ21 

〃 〃 Ｈ31 〃 〃 Ｒ１ 青少年係 フィット Ｈ24 

〃 〃 Ｒ４ 〃 除雪トラック Ｈ16 百年記念館 エブリイ Ｈ28 

〃 パッカー車 Ｈ16 〃 〃 Ｈ18 体育振興係 〃 Ｒ２ 

〃 〃 Ｈ22 〃 〃 Ｈ28 給食センター 給食運搬車 Ｈ10 

〃 〃 Ｈ23 〃 タイヤショベル Ｈ25 〃 〃 Ｈ13 

〃 〃 Ｈ24 〃 〃 Ｈ26 〃 ムーブ Ｒ３ 

〃 〃 Ｈ29 〃 〃 Ｒ２ 図書館 ローザ Ｈ11 

〃 〃 Ｒ５ 〃 除雪グレーダ Ｈ21 - - - 

〃 フォークリフト Ｒ５ 〃 〃 Ｈ24 合計    73 台（５台増） 

次頁へ続く



№037 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市の行事等に伴う車両運行及び市有車両の安全確保のため、市有車
両の点検整備と集中管理を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市の行事等に伴う車両運行及び市有車両の安全確保が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市有車両の定期点検、車検整備を確実に実施し、市有車両の円滑な運行と安全管理に努
めていく。 

継 続 



№038 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 12 庁舎管理費 

事 務 事 業 名 庁舎等維持管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 51,245,923    5,806,343 45,439,580

Ｒ４ 50,418,237    5,741,684 44,676,553

増減 827,686    64,659 763,027

事 業 目 的  

市民の利便性及び執務環境の効率化のほか、環境基本条例に基づく「生活環境」の指針に基づき、庁舎内

の省エネルギー運動、ごみの減量化及び資源ごみ分別収集の推進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 庁舎内の省エネ運動の取組 

空調・照明・電気等に関する節電の取組を実施した。 

２ ごみの減量化とリサイクル 

書庫整理時に、埋立ごみと資源ごみの分別を徹底させ、ごみの減量化を図った。 

３ 庁舎管理実施状況 

 整備事業  

   修繕料 2,218,370円（780,491円減） 

・修繕内容：総合庁舎地下電気室高圧受電設備修繕、総合庁舎自動ドア開閉装置取替修繕、 

         総合庁舎屋内消火栓ホース取替修繕、総合庁舎屋内消火栓吸水槽逆止弁取替修繕ほか 

 主な維持管理費 

  ① 燃料費           8,018,436円（273,389円増） 

  ② 光熱水費          8,532,828円（387,496円減） 

  ③ 庁舎管理業務等委託料    10,105,700円（181,500円増） 

  ④ 庁舎夜間等管理業務委託料  15,180,000円（±０円） 

次頁へ続く



№038 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

庁舎の維持管理を適切に行っていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適切な維持管理により、市民の利便性と執務環境の効率化等が図ら
れた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

庁舎内の省エネ運動、ごみの減量化及びリサイクルの取組を実施するとともに、新総合
庁舎建設時期が先送りされたことを踏まえ、適切な庁舎の維持管理に努めていく。 

継 続 



№039

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 13 基金管理費 

事 務 事 業 名 基金の管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 381,268,351    231,155,030 150,113,321

Ｒ４ 431,221,986    161,486,319 269,735,667

増減 △49,953,635    69,668,711 △119,622,346

事 業 目 的  

 特定の目的のために積み立てられた基金を適切に運用・活用する。 

事業内容及び成果  

北海道債の購入や定期預金などにより、基金の効率的な運用と効果的な活用が図られた。 

（各基金の状況については、決算成果第14表参照） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、基金条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

基金については、寄附者の意向を尊重し、目的に応じて設置されて
おり、最も確実かつ有利な方法で保管することが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地域・産業の振興、公共施設の整備、教育・文化・スポーツの振興の
ための事業に基金を活用し、市民福祉の向上に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に各基金の管理を行い、本市のまちづくりの財源として必要に応じて活用を図って
いく。 

継 続 



№040

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 14 地域づくり事業促進費 

事 務 事 業 名 地域づくり促進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 5,596,000    5,490,000 106,000

Ｒ４ 28,400     28,400

増減 5,567,600    5,490,000 77,600

事 業 目 的  

本市の振興発展を図り、地域特性を生かした独創的で個性的な魅力あるまちづくりを推進するため、市民

資質の向上と人材の育成及び国内外との交流の促進を図る。 

事業内容及び成果  

１ まちづくり推進事業委員会委員報酬 10人（１人増） 104,000円（76,000円増） 

２ まちづくり推進事業の助成制度の周知を市公式ホームページ及び広報紙への掲載により行った。 

３ まちづくり推進事業委員会において、申請団体から提出された補助金申請書類の審査を行い、補助金を 

交付した。 

区  分 採択件数 助成額 

まちづくりチャレンジ事業 ４件 3,300,000円 

まちづくり人材育成事業 ０件 ０円 

まちづくり交流促進事業 １件 2,190,000円 

合計 ５件（５件増） 5,490,000円（5,490,000円増）

４ まちづくり推進事業の助成制度を見直し、令和５年度から補助金上限額の引き上げを行った。 

５ まちづくり推進事業委員会開催状況 

区  分 回  数 委員任命人数 うち公募委員の人数 

まちづくり推進事業委員会

（委員定数10人以内） 
３回（２回増） 10人（１人増） ２人（１人増） 

次頁へ続く 



№040
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり推進事業補助金交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の自主的な活動により、地域の活性化や魅力あるまちづくりを
推進するため、市民資質の向上と人材育成及び国内外との交流促進
を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した
□ 低下した 

新型コロナウイルス感染症により影響を受けてきた地域活動の再開
を後押しするため、令和５年度から補助金上限額の引き上げを行い、
まちづくり活動に対する支援の充実を図った。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民のまちづくり活動を強力に支援するため、まちづくり推進事業の３つのメニューに
ついて、制度の活用を促し、魅力あるまちづくりを推進していく。 

継 続 



№041

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 14 地域づくり事業促進費 

事 務 事 業 名 国際交流促進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 60,000     60,000

Ｒ４ 60,000     60,000

増減 0     

事 業 目 的  

国際化の進展により、地域レベルや草の根レベルでの国際交流が活発化する中、諸外国との関わりが日常

的で身近なものとなり、地域においても国際化に対応した環境づくりを進め、世界に開かれた地域社会の形

成を図ることが必要となってきていることから、地域住民の諸外国に対する知識や国際意識の向上を推進す

る事業の展開を積極的に行う。 

事業内容及び成果  

各種事業の実施状況 

事  業  内  容 実施期間 実 施 場 所 回数 参加人数 

姉妹都市記念植樹 ７月４日(火) 
旧カナディアン 

ワールド公園
１回（±０回） 13人（４人増） 

子ども会リーダー養成講習会
８月７日(月) 

～８日(火) 

国立大雪青少年 

交流の家
１回（１回増） 14人（14人増） 

国際理解講座 ３月16日(土) 市民会館 １回（±０回） 14人（１人減） 

合    計 ３回（１回増） 41人（17人増） 

※新型コロナウイルス感染症の影響や芦別市国際交流協会の人手不足により、国際交流親善パーティー、 

国際友好ジャンボかぼちゃ祭り及びカナダ中学生派遣事業は中止となった。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市と姉妹都市提携を結んでいるシャーロットタウン市をはじめ、
世界の国や地域との連携を深め、国際社会に対応できる人材の育成
のため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止や芦別市国際交流協会の人

手不足により、一部事業が中止となった。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

本市とシャーロットタウン市との中学生派遣及び受け入れ事業は、姉妹都市提携を代表
する事業であることから、コロナ禍等で中断していたが再開に向け努力する。また、シ
ャーロットタウン市をはじめ、世界の国や地域との交流を国際交流協会や市内企業と連
携を図りながら、国際社会に対応できる人材の育成や国際交流を進めていく。 

継 続 



№042

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 15 情報通信基盤整備費 

事 務 事 業 名 情報通信基盤整備業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,049,797     2,049,797

Ｒ４ 2,074,302     2,074,302

増減 △24,505     △24,505

事 業 目 的  

１ 地上デジタル放送の良好な視聴環境の維持を図る。 

２ 道道美唄富良野線の携帯電話不感地帯を解消し、災害発生時の人命の安全確保を図る。 

事業内容及び成果  

１ 関係機関と連携して、デジタルテレビ中継局の設備保守点検を行った。 

  デジタルテレビ中継局設備保守業務委託 585,200円（±０円） 

２ 道道美唄富良野線の携帯電話不感地帯の解消のため必要な、移動通信用鉄塔施設整備事業に向け調整を

行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地上デジタル放送の安定的な受信環境維持を図ることが必要であ
る。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

関係機関との連携により、地上デジタル放送の安定的な受信環境維
持が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

野花南テレビ共同受信施設の老朽化により同施設の機器等に不具合
が多く発生しているため、同施設を所有している野花南共聴受信組
合から施設の更新に対する財政的支援の要望あり。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地上デジタル放送を安定的に受信するため、関係機関との連携を図るとともに、老朽化
が著しい野花南テレビ共同受信施設について、野花南共聴受信組合からの要望を踏ま
え、同施設の改善に向けた取り組みを実施していく。また、移動通信用鉄塔施設整備事
業について、令和６年度において繰越明許費により年度内の完工及び携帯電話不感地帯
の解消を行っていく。

改 善 



№043

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 市民生活向上推進事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 235,072     235,072 

Ｒ４ 240,021     240,021

増減 △4,949     △4,949

事 業 目 的  

 市民生活相談業務の円滑化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 市民生活相談業務 

相談区分 除雪・屋根雪 環境 行政 労働 福祉 

相談件数 ２件（２件増） ０件（±０件） １件（１件増） ０件（±０件） ０件（±０件） 

相談区分 医療 その他 行政相談 計 

相談件数 ０件（±０件） ０件（±０件） １件（±０件） ４件（３件増） 

２ 無料弁護士相談 

 ・市民相談弁護士業務委託料 55,000円（±０円） 

相談区分 金銭 不動産 家事 破産 

相談件数 ０件（６件減） ６件（１件増） 14件（１件増） １件（１件減） 

相談区分 行政 刑事事件 労働 計 

相談件数 ０件（±０件） １件（１件減） ２件（１件増） 24件（５件減） 

３ 全国市長会損害保険（市民総合賠償補償保険）の活用  ０件（±０件） 

 ・市民総合賠償補償保険料 180,072円（4,949円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民が抱える多種多様な生活相談に対応するため、各種相談業務
を行う必要がある。また、市有施設での事故及び市の行事で発生
した事故の賠償や補償に対応するため、保険加入が必要である。

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民に有益な情報提供を行うことにより相談者の問題解決の支
援に繋がっている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な

ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

法的見解を求められる市民相談案件については、引き続き市が行っている無料弁護士相
談を活用し、問題解決を図っていく。 

継 続 



№044

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 ふるさと納税促進事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 102,539,357    102,539,357 

Ｒ４ 155,195,874    155,195,874 

増減 △52,656,517 △52,656,317

事 業 目 的  

ふるさと納税制度を通じた寄附により自主財源を確保するとともに、特産品を返礼品として贈呈するこ

とにより、市のＰＲと地場産業の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

寄附者に対する返礼品に係る発注・発送及び開発、ふるさと納税ＰＲなどについて、一般社団法人芦

別観光協会に業務を委託して実施するとともに、新たな返礼品の発掘、事業者や生産者、地元の高校生

などの協力を得ながら各種事業の実施や改善に取り組む一方、寄附の増収を図るため、令和５年度に５

ポータルサイト（マイナビ、ふるさと納税百選、まいふる、ふるラボ、もぐふる）を追加し、15ポータ

ルサイトで運営した。 

２ 特産品ジャンル別の寄附件数及び寄附金額（ふるさと応援寄附金分） 

ジャンル 件 数 金 額 

米 11,897件（10,095件減） 155,653,000円（81,716,000円減） 

肉 584件    （38件増） 7,940,000円 （1,380,000円増） 

野菜・果物 427件   （104件減） 6,515,000円   （585,000円増） 

乳製品 721件   （110件減） 9,935,000円   （185,000円減） 

加工品 182件   （101件増） 2,214,000円 （1,150,000円増） 

花 168件    （58件減） 3,488,000円   （701,000円減） 

菓子 68件    （27件増） 789,000円   （409,000円増） 

酒 5件     （9件減） 67,000円   （101,000円減） 

衛生品 7件    （40件減） 98,000円 （2,775,000円減） 

絵画・工芸品 101件    （29件増） 2,050,000円   （290,000円増） 

その他 296件   （125件減） 6,599,000円 （1,612,000円減） 

返礼品なし 24件     （3件増） 4,327,050円 （2,246,680円増） 

合計 14,480件（10,343件減） 199,675,050円（81,029,320円減） 

３ 経費の内訳 

感謝特典報償金                  66,573,990円（39,083,519円減） 

消耗品費                       2,800円   （2,800円増） 

印刷製本費                          0円  （48,180円減） 

広告料                       423,401円  （423,401円増） 

ふるさと納税代理納付システム利用手数料及び支援サービス利用手数料    

                        24,475,471円 （9,108,435円減）      

企業版ふるさと納税支援サービス利用手数料     1,276,000円   （44,000円減） 

ふるさと納税業務委託料              9,787,695円 （4,798,584円減） 

合  計               102,539,357円（52,656,517円減） 

次頁へ続く 



№044

４ 一般会計（歳入）全体の寄附件数                  

 市 内 道 内（市外） 道 外 合 計 

個 人 

８件

(２件増)

1,222件

(822件減)

13,259件

(9,520件減)

14,489件

(10,340件減)

5,289,050円

(1,129,050円増)

27,901,000円

(5,833,370円減)

180,085,000円

(75,875,000円減)

213,275,050円

(80,579,320円減)

団 体 

３件

(２件減)

１件

(±０件)

１件

(±０件)

５件

(２件減)

1,379,734円

(284,281円減)

300,000円

(700,000円減)

100,000円

(509,000円減)

1,779,734円

(1,493,281円減)

企 業 

10件

(３件減)

６件

(２件増)

16件

(１件減)

9,300,000円

(2,500,000円増)

900,000円

（400,000円減)

10,200,000円

(2,100,000円増)

合 計 

11件

(±０件)

1,233件

(825件減)

13,266件

(9,518件減)

14,510件

(10,343件減)

6,668,784円

(844,769円増)

37,501,000円

(4,033,370円減)

181,085,000円

(76,784,000円減)

225,254,784円

(79,972,601円減)

※個人～ふるさと応援寄附金及び特定目的寄附金 

※団体～特定目的寄附金 

※企業～企業版ふるさと応援寄附金 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければな

らない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

寄附金を各種政策・事業に活用し、将来にわたって持続可能なま
ちづくりを進めていくためにも、ふるさと納税による寄附の募
集・受付は今後も継続していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図ら

れているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

寄附金額は減少しているものの、新たな取り組みなどにより返礼
品の増加に繋げるとともに、地場産品のＰＲに寄与した。なお、
企業版については、前年度を大きく上回った。 

3．要望 
（市民・団体等からの要

望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ふるさと納税については、総務省の告示改正（令和５年６月 27日付）により、現行の事
業運営では業務遂行が厳しい状況となったことから、令和６年度から専門の中間事業者
へ業務を委託し、寄附額の向上を図る。また、企業版ふるさと納税については、引き続き
民間企業による支援サービスを活用した企業等へのＰＲを継続し、施策推進の財源確保
に取り組む。 

継 続 



№045

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費

事 務 事 業 名 新型コロナウイルス感染症感染防止対策事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 396,765     396,765

Ｒ４ 16,194,319 15,585,319   609,000 

増減 △15,797,554 △15,585,319   △609,000 396,765

事 業 目 的  

公共施設等において消毒液、除菌シート等の必需品を整備し感染防止対策を実施する。 

事業内容及び成果  

事業内容 

新型コロナウイルス感染症感染防止対策として次の事業を実施した。 

事業名 内 容 事業費 

公共施設感染防止対策事業 

公共施設における感染防止対策として必要な物

品を整備 

○ 消耗品の購入費用（消毒液、除菌シート等） 

396,765 円 

(5,577,116 円減) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、公共施設の環境整
備及び感染防止対策を実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

公共施設における感染防止対策を行うことにより、新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大防止に寄与した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

新型コロナウイルス感染症が２類から５類に移行されたことから、他の感染症対策と同
様に、各施設の事務事業において感染拡大防止に必要な対策を実施していく。 

終 了 



№046

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 その他行政事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 12,000     12,000

Ｒ４ 123,370     123,370

増減 △111,370     △111,370

事 業 目 的  

１ 広島市及び長崎市が主宰する「平和首長会議」における都市の連帯を通じ、核兵器のない平和な世界の

実現を目的とする。 

２ 自衛隊協力会と連携し、芦別市と自衛隊との円滑な関係構築を図ることを目的とする。 

３ 北方領土返還意識の向上と世論の結集高揚を図り、早期返還の実現を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 平和首長会議の円滑な運営が図られた。 

  平和首長会議負担金 2,000円（±０円） 

２ 自衛隊協力会の円滑な運営が図られた。 

３ 北方領土問題に対する市民の理解を深めるための啓発事業等を展開した。 

 強調月間、特別啓発期間における署名活動 ２回（±０回） 

 庁舎ロビーへの署名簿の配置（通年） 

 北方領土復帰期成同盟負担金 10,000円（±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

各団体等と連携を図りながら事業を推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各団体等との連携により、各種事業の推進が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 



№047

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 国の臨時給付金の国庫補助金返還事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,267,000     2,267,000

Ｒ４ 5,873,234     5,873,234

増減 △3,606,234     △3,606,234

事 業 目 的  

令和４年度国の臨時給付金支給事業に係る国庫補助金額の確定に伴う返還を行う。 

事業内容及び成果  

国庫補助金返還額の内訳 

区 分 受入済額 確定額 返還額 

子育て世帯生活支援特別給付金

給付事業費補助金 

事業費分 11,950,000円 11,000,000円 950,000円 

事務費分 2,109,000円 792,000円 1,317,000円 

計  14,059,000円 11,792,000円 2,267,000円 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金交付要綱 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外 



№048

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 被災地支援事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,121,210     1,121,210

Ｒ４      

増減 1,121,120     1,121,120

事 業 目 的  

令和６年１月１日に発生した能登半島地震の被災地に対し、見舞金の送金及び、保健師の派遣を行う。 

事業内容及び成果  

 令和６年能登半島地震被災地見舞金       1,000,000円（皆増） 

 令和６年能登半島地震被災地への保健師派遣旅費  121,210円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外 



№049

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費

事 務 事 業 名 子育て世帯生活支援特別給付金支給事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 13,072,998 13,002,000    70,998

Ｒ４      

増減 13,072,998 13,002,000    70,998

事 業 目 的  

物価高騰の影響を受ける低所得の子育て世帯への生活支援として、特別給付金を支給する。 

事業内容及び成果  

１ 会計年度任用職員報酬等 １人 1,647,491円 

２ 低所得のひとり親世帯及び住民税非課税の子育て世帯に対して、国及び北海道からの補助金を活用して

特別給付金を支給した。 

支給額 対象児童１人につき５万円 

区 分 世帯数 児童数 支給額 

低所得のひとり親世帯 91世帯 137人 6,850,000円 

住民税非課税の子育て世帯 40世帯 88人 4,400,000円 

計 131世帯 225人 11,250,000円 

３ 事務費 175,507 円 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給規則、子

育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育

て世帯分）支給規則 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

物価高騰の影響を受けた低所得の子育て世帯を支援するために必要
である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

給付金の支給により、低所得の子育て世帯に対する生活の支援を行
うことができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和５年度をもって事業終了 終 了 



№050 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 低所得世帯支援給付金支給事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 347,545,797 333,050,427    14,495,370

Ｒ４      

増減 347,545,797 333,050,427    14,495,370

事 業 目 的  

物価高騰の影響が大きい低所得世帯に対し、給付金を支給する。 

事業内容及び成果  

１ 芦別市低所得世帯支援給付金支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、住民税非課税世帯に対して給付金を支給した。 

住民税均等割非課税世帯（１世帯あたり３万円） 

2,905世帯 87,150,000円 

 会計年度任用職員報酬  １人 1,317,099円 

 委託料  低所得世帯支援給付金支給支援業務委託料  1,232,000円 

２ 芦別市物価高騰対応低所得世帯支援給付金支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に対して、令和５年

度において合計10万円の支給となるよう給付金を支給し、当該世帯の子ども１人あたり５万円を加算し

て支給した。市独自事業として、住民税課税者の被扶養者のみで構成される世帯についても対象とし

た。 

  ① 住民税均等割非課税世帯（１世帯あたり７万円） 

  2,869世帯 200,830,000円 

  ② 住民税均等割のみ課税世帯（１世帯あたり７万円） 

   445世帯 31,150,000円 

  ③ 住民税均等割のみ課税世帯（１世帯あたり３万円） 

     441世帯 13,230,000円 

  ④ 上記世帯における子ども加算（同一世帯内の児童１人あたり５万円） 

     165人 8,250,000円 

 委託料  物価高騰対応低所得世帯支援給付金支給支援業務委託料  1,760,000円 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 

芦別市低所得世帯支援給付金支給規則 
芦別市物価高騰対応低所得世帯支援給付金支給規則 
芦別市物価高騰対応低所得世帯支援給付金（子育て世帯追加支給
分）支給規則 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

物価高騰の影響を受けた世帯を支援するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

給付金の支給により、住民税非課税世帯等に対する生活の支援を行
うことができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度も引き続き対象世帯への給付を繰越明許費により行っていく。 継 続 
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次頁へ続く  

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 エネルギー・食料品価格等物価高騰対策 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 202,382,670 97,434,752    104,947,918

Ｒ４      

増減 202,382,670 97,434,752    104,947,918

事 業 目 的  

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により、厳しい環境に置かれている事業者や市民に対して必要な支

援を行い、地域経済及び市民生活を守る。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活

用して次の事業を実施した。 

区分 事業名 内 容 事業費 

１ 
市民生活応援商品券発

行事業 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響による購

買意欲の低下及び買い控えによる地域経済の低迷が懸

念されていることから、市民生活応援商品券を発行し、消

費の下支え及び域内消費の活性化を図る事業 

〇 市民 1 人当たり１万円分（交付人数 11,672 人） 

121,760,748 円 

２ 
エネルギー価格高騰対

策経営支援金 

 事業活動の根幹となるエネルギー価格の高騰が続き、

厳しい経営状況にある事業者に対し、支援金を支給する

ことにより、経営の継続及び市内経済の安定化を図る事

業 

○ エネルギー価格高騰対策経営支援金 

  ・法人 上限額 20 万円（交付件数 109 件） 

  ・個人事業者 上限額５万円（交付件数 160 件） 

27,960,004 円 

３ 

エネルギー価格高騰対

策農畜産物生産者支援

金 

社会経済の停滞が長期化する中、農畜産物の消費の

落ち込みに加え、電気料金や燃料費等のエネルギー価

格高騰に直面する農畜産物生産者に支援金を交付する

ことにより、農業経営の維持及び継続を支援する事業 

○ 農業 土地利用型作物：１ha 当たり 1 万円（154 戸）

（ただし 100 万円を上限とする（３法人））、施設園芸作

物：農業用ビニールハウス 1 棟当たり 1 万５千円（６戸） 

○ 畜産業 養鶏業 50 万円（１法人）、酪農業 20 万円（１

法人・５戸） 

25,170,333 円 
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区分 事業名 内 容 事業費 

４ 

水道料金減免による緊

急経営支援に伴う負担

金 

水道事業会計が市内事業者等への緊急経営支援と

して業務用１種、２種及び３種の水道料金を減免するこ

とに対する同会計への負担金 

○ 業務用１種（延べ 56 件）及び２種（延べ 48 件）の

基本料金の半額免除、業務用３種（延べ 2,979

件）の基本料金の全額免除 

19,334,245 円 

５ 

下水道料金減免による

緊急経営支援に伴う繰

出金 

下水道事業特別会計が市内事業者等への緊急経

営支援として業務用の下水道料金を減免することに対

する同会計への繰出金 

○ 水道料金における業務用１種（延べ 32 件）及び２

種（延べ 40 件）の基本料金の半額免除、水道料

金における業務用３種（延べ 1,799 件）の基本料

金の全額免除 

8,157,340 円 

計 202,382,670円 

２ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当額  59,432,752円 

３ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当額      38,002,000円 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱 
自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により、厳しい環境に置かれ
ている事業者や市民に対して地域経済及び市民生活を守るため、支
援を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

市民生活応援商品券発行事業をはじめとした各種支援事業により、市民
生活及び事業者の経営の安定化に向け支援することができた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

物価高騰に対する市民生活支援として、水道及び下水道料金の家事用基本料金の全額減
免事業を繰越明許費により、令和６年５月～７月検針分まで実施した。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 冬季市民生活支援事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 74,239,460     74,239,460

Ｒ４      

増減 74,239,460     74,239,460

事 業 目 的  

冬季の市民生活における原油価格や物価高騰等の負担を軽減するため、商品券を交付し支援する。 

事業内容及び成果  

事業内容 

 冬季市民生活応援商品券発行事業 

 令和５年12月１日現在、本市に住所を有する低所得世帯及び一般世帯に商品券（１冊：500円×10 

枚）を交付した。 

  ① 低所得の高齢者世帯（１世帯あたり15,000円分（３冊）） 

 2,317世帯 6,951冊 69,510枚 

  ② 低所得の重度障がい者世帯（１世帯あたり15,000円分（３冊）） 

     103世帯  309冊  3,090枚 

  ③ 低所得の子育て世帯（１世帯あたり15,000円分（３冊）） 

      82世帯  246冊  2,460枚 

  ④ 上記以外の世帯（１世帯あたり10,000円分（２冊）） 

    4,261世帯 8,522冊 85,220枚 

 利用状況 

  ① 換金枚数           134,835枚 

② 換金総額（枚数×500円）  67,417,500円 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

原油価格や物価の高騰等により、厳しい環境に置かれている市民に対
して冬季生活を支援する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

冬季市民生活応援商品券発行事業により、市民生活の負担軽減を行う
ことができた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度も引き続き冬季市民生活応援商品券の換金業務を繰越明許費により行って
いく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 医療・福祉・介護・児童施設事業者支援事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 10,400,000 10,400,000    

Ｒ４      

増減 10,400,000 10,400,000    

事 業 目 的  

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により厳しい経営状況にある、医療・福祉・介護・児童関連サー

ビスを提供している市内の事業者に対して支援金を支給する。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して次の事業を実施した。 

区分 事業名 内 容 事業費 

１ 
医療・福祉・介護・児童

施設事業者支援事業 

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により

厳しい経営状況にある、医療・福祉・介護・児童関連

サービスを提供している市内の事業者に対して支援金

を支給 

○ 医療・歯科・薬局・障がい・介護福祉・居宅介護・  

児童関連事業所を運営する事業者 

・職員数 100 人以上 

→医療・介護福祉事業者 100 万円（２事業所） 

・職員数 50 人～99 人以下 

→介護福祉事業者 50 万円（１事業所） 

・職員数 10 人～49 人以下 

→医療・障がい・介護福祉・居宅介護・児童事業

者 30 万円（10 事業所）、薬局事業者 20 万円

（１事業所） 

・職員数 10 人未満 

→歯科・介護福祉・居宅介護事業者 20 万円 

（16 事業所）、薬局・障がい・児童事業者 10 万

円（12 事業所） 

10,400,000 円 

２ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当額 10,400,000円 

次頁へ続く  



№053
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により厳しい経営状況にあ
る、医療・福祉・介護・児童関連サービスを提供している市内の事業
者に対して支援を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により厳しい経営状況にあ
る中で、安定的な医療や介護等の体制整備が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和５年度をもって事業終了 終 了 
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款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 １ 税務総務費 

事 務 事 業 名 税務総務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0

Ｒ４ 7,430     7,430

増減 △7,430     △7,430

事 業 目 的  

固定資産税課税台帳に登録された価格に関する不服を審査・決定することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 固定資産評価審査委員会運営研修会 参加者０人（１人減） ０円（7,430円減） 

２ 審査申出書の受理件数 ０件（±０件） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法、税賦課徴収条例、固定資産評価審査委員会規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法により固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を
審査・決定するために、固定資産評価審査委員会の設置が義務付け
られており必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法に基づく固定資産評価審査委員会を設置することにより、
不服申出に対する審査体制を整え、税の適正・公平化を図ることが
できた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

納税義務者から固定資産税課税台帳に登録された価格に対し審査の申出があった場合 
は、法令等に基づき審査・決定を行う。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 ２ 賦課徴収費 

事 務 事 業 名 市税等賦課業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 9,183,844    864,350 8,319,494

Ｒ４ 9,452,784    841,100 8,611,684

増減 △268,940    23,250 △292,190

事 業 目 的  

各種市税の賦課事務を適正に行うことを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 正確な課税資料の収集に努めるとともに、税制改正等にも的確に対応できる各種システムを活用して賦

課事務を行った。 

２ 課税に係る各種システムの更新及び保守点検委託料 7,287,520円（290,122円減） 

３ 各種市税の納税義務者数 23,237件（1,156件減） 

４ 各種市税の調定額    1,406,867,957円（8,782,832円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法、税賦課徴収条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法に基づき、賦課事務を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法に基づき、適正な賦課事務を行ったことにより、税負担の
公平性を確保することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続



№056 

款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 ２ 賦課徴収費 

事 務 事 業 名 市税等徴収業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,746,514     2,746,514

Ｒ４ 9,037,927     9,037,927

増減 △6,291,413     △6,291,413

事 業 目 的  

市民負担の公平性を保つとともに、財源を確保する。 

事業内容及び成果  

１ 口座振替の推進及び滞納者に対する各種催告と差押え等の滞納処分を実施した。 

納付書(払込取扱票)の印刷経費等 377,900円（108,543円増） 

２ 地方税法第17条の規定に基づく過年度の税収入に係る還付金 1,890,069円（997,282円減） 

３ 収滞納管理システム設定変更業務委託料 193,600円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 税賦課徴収条例、地方税法、国税徴収法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法等の規定に基づき、徴収業務を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法等の規定に基づき、徴収業務を行い、税負担の公平性を 
確保することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

滞納者への対応や滞納処分の手法について、他市との意見交換や各種研修会への参加、
職場内研修等により習得するほか、共通納税の利用促進及びコンビニ納付、スマホアプ
リ納付などの納付方法の多様化を図ることにより、市民の利便性の向上を促進し、収納
率の向上を目指していく。 

継 続 



№057 

款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 １ 戸籍住民登録費 

事 務 事 業 名 戸籍事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,062,729    1,089,900 2,972,829

Ｒ４ 9,616,606 5,269,000   1,116,450 3,231,156

増減 △5,553,877 △5,269,000   △26,550 △258,327

事 業 目 的  

 戸籍法に基づく事務を遂行する。 

事業内容及び成果  

１ 戸籍届出の受理、戸籍の編製、記録事項証明書の交付に係る事務を適正かつ迅速に行った。また、毎月

１回戸籍謄抄本等交付の夜間窓口（午後７時まで）を開設した。 

２ 戸籍システムの共同運用 

中空知広域圏戸籍総合管理システム事務負担金 3,398,421円（368,532円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 民法、国籍法、戸籍法 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

戸籍届出の受理、戸籍の編製、記録事項証明書の交付に係る事務を適正かつ迅速に行っ
ていく。また、国の法改正に伴うマイナンバーカード等へのローマ字表記等に係る戸籍
附票システム改修を繰越明許費により実施する。 

継 続 



№058 

款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 住民基本台帳等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,787,037    1,270,600 516,437

Ｒ４ 6,283,640 3,405,000   1,346,400 1,532,240

増減 △4,496,603 △3,405,000   △75,800 △1,015,803

事 業 目 的  

住民基本台帳法に基づき、住民に関する記録を正確かつ統一的に行うほか、証明書の交付事務を行うこと

を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 住民基本台帳事務について、住民に関する記録及び証明書交付の事務を適正かつ迅速に行った。 

２ 旅券の交付に係る事務を適正かつ迅速に交付した。43件（28件増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
住民基本台帳法、同法施行令、同法施行規則、電子署名等に係る
地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律、旅券法

法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に住民基本台帳事務並びに旅券の交付に係る事務を適正に行っていく。 継 続 



№059 
款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 印鑑登録証明事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

印鑑の登録及び証明に関する条例等に基づき、印鑑登録証明事務を行う。 

事業内容及び成果  

 市民からの申請により、個人の印鑑の登録及び証明書の交付を適正かつ迅速に行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
住民基本台帳法、同法施行令、同法施行規則、印鑑の登録及び証
明に関する条例、同条例施行規則 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

毎月１回印鑑証明書交付等の夜間窓口(午後７時まで)を開設した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

印鑑の登録及び証明書の交付を適正かつ迅速に行っていく。 継 続 



№060 
款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 埋葬、火葬及び改葬許可事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

墓地、埋葬等に関する法律等に基づき、火葬許可事務を行う。 

事業内容及び成果  

 火葬許可件数 332件（14件減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
墓地、埋葬等に関する法律、埋葬、火葬及び改葬等の許可手続に
関する規則、火葬場条例 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

法令に基づき、市が実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

電話による予約を受け付け、事前に書類等の準備を行うことにより、
速やかな死亡届の受付、火葬許可証の交付を行っている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 



№061 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 １ 選挙管理委員会費 

事 務 事 業 名 選挙管理委員会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,526,258     1,526,258

Ｒ４ 1,506,116     1,506,116

増減 20,142     20,142

事 業 目 的  

法令に基づき選挙管理委員会を運営する。 

事業内容及び成果  

１ 選挙管理委員会委員報酬 ４人（±０人） 1,344,000円（±０円） 

２ 定期的な選挙管理委員会の開催や投票率向上のための啓発など円滑に事務を行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、公職選挙法、選挙事務取扱規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

選挙管理委員会の運営は、法令に基づく自治体の基本的な業務であ
り、今後も継続して運営していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

法令に基づき、設置される委員会の運営に係る事務であるが、公
平、公正を確保しながら、適正に委員会を運営することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

選挙を取り巻く環境変化への対応を含め、選挙管理委員会を運営していく。 継 続



№062 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 ２ 知事・道議会議員選挙費 

事 務 事 業 名 知事・道議会議員選挙 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 7,523,863  5,463,704   2,060,159

Ｒ４ 4,129,568  4,129,568   

増減 3,394,295  1,334,136   2,060,159

事 業 目 的  

 知事・道議会議員選挙を執行する。 

事業内容及び成果  

１ 非常勤職員報酬    延54人（30人増） 564,900円（320,900円増） 

２ 会計年度任用職員報酬等 ７人（±０人） 516,869円（359,765円減） 

３ 令和５年４月９日執行の北海道知事選挙及び北海道議会議員選挙に向けた事務を行った。 

 投票の状況 

区 分 北海道知事 北海道議会議員 

選挙当日選挙人名簿登録者数 10,931人  

無投票 

選挙当日有権者数 10,746人 

投票者数 6,097人 

棄権者数 4,649人 

投票率 56.74％ 

 主な経費の内訳 

  ① 事務従事者等報償金 1,370,200円（皆増） 

  ② ポスター掲示場設置等業務委託料 3,586,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公職選挙法、地方自治法 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外



№063 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 ３ 市議会議員選挙費 

事 務 事 業 名 市議会議員選挙 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 15,275,627     15,275,627

Ｒ４ 739,420     739,420

増減 14,536,207     14,536,207

事 業 目 的  

 市議会議員選挙を執行する。 

事業内容及び成果  

１ 非常勤職員報酬    延52人（皆増） 539,500円（皆増） 

２ 会計年度任用職員報酬等 ７人（皆増） 534,625円（皆増） 

３ 令和５年４月23日執行の芦別市議会議員選挙に向けた事務を行った。 

 投票の状況 

区 分 芦別市議会議員 

選挙当日選挙人名簿登録者数 10,904人 

選挙当日有権者数 10,703人 

投票者数 7,009人 

棄権者数 3,694人 

投票率 65.49％ 

 主な経費の内訳 

  ① 事務従事者等報償金 1,362,200円（皆増） 

  ② ポスター掲示場設置等業務委託料 2,860,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公職選挙法、地方自治法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外



№064 

款 ２ 総務費 項 ５ 統計調査費 目 １ 統計調査費 

事 務 事 業 名 各種統計調査業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,916,983  1,916,983   

Ｒ４ 352,386  350,334   2,052

増減 1,564,597  1,566,649   △2,052

事 業 目 的  

国等で行われる各種統計調査を実施し、市民の経済活動や現勢を多面的に把握することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 統計調査員等報酬 36人（29人増） 1,836,860円（1,546,077円増） 

２ 各種統計調査実施状況 

北海道知事が任命する統計調査員による調査票の配布・取集・点検を行い、道を経由し国に提出した。 

調 査 名 所管省庁 調査方法 調査期日（又は期間） 調査員等の人数 

学校基本調査 文部科学省 全数調査 令和５年５月１日 ０人（±０人）

住宅・土地統計調査 総務省 標本調査 令和５年 10 月１日 36人（皆増） 

労働力調査 総務省 標本調査 毎月末日 ３人（±０人）

合   計 39人（27人増）

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 統計法、各種統計調査実施要領 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続 



№065 

款 ２ 総務費 項 ６ 監査委員費 目 １ 監査委員費 

事 務 事 業 名 監査事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 3,051,967     3,051,967

Ｒ４ 2,916,000     2,916,000

増減 135,967     135,967

事 業 目 的  

 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について監査する。 

事業内容及び成果  

１ 監査委員報酬 ２人（±０人） 2,880,097円（11,903円減） 

２ 監査の状況 

定期監査 対象24係（４係減）、例月現金出納検査 12回（±０回）、決算等審査 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、地方自治法施行令 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方自治法に基づき、監査委員を置く必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市の財務に関する事務の執行及び経営に関する事業の管理状況を適
正に監査した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 


